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新たな森林・林業基本計画  

～ 百年つづく「森の国・木の街」へ ～ 概要 
 
 

株式会社 山西        西 垣 洋 一 
 
 

2026 年 6 月 5 日、新たな「森林・林業基本計画」が閣議決定されました。計画として初めて「百

年つづく『森の国・木の街』へ」という副題が掲げられ、国土の約 7 割を占める豊かな森林資源を

適切に循環利用し、次の 100 年に向けた持続可能な森林・林業・木材産業の好循環を築くことを目

指しています。又、森林・林業・木材産業関係者が将来に希望を持って新たな取組に挑戦できるよ

う、民間活力の積極的な活用を図りつつ、施策を集中し、機動的な実施を図っていくとしています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 環境に配慮した企業経営やウェルビーイングの観点からも木材利用への期待は高まっています。 

右記の 6 月に公表された、令和 7 年度の森林・林業白書のトピックスでは森林資源の利用と造成を

めぐる「昭和 100 年」の歴史が紹介されています。次の 100 年に向けて次世代につないでいくため

にも、先人たちが築いた森林資源の循環利用と多様で健全な森林づくりを着実に進めることが現

代を生きる我々木材・住宅業界の責務といえるでしょう。 
 
                                2026 年 10 月吉日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あすなろ会相談役 
代表取締役会長 

百年つづく「森の国・木の街」へ 

昔 植えた木が育った 

50 年前、１００年前に 

植えた木が成長！ 

今こそ木を使う 

人にも環境にも優しい 

木材を選ぶ時代！ 

未来へつなぐ 

未来の人も豊かに 

暮らせる社会へ！ 

日本列島を強く豊かにし、百年先の未来へ!! 

森 の 国 

 

〇 日本は、森林が約７割を占める 

   世界有数の「森林大国」 
 

 〇 使うことと守ることを両立することで、 

   人にも環境にも良い 

    ・地球温暖化の防止（二酸化炭素を吸収） 

   ・生物多様性の保全（多くの生物の住処になる） 

    ・水源の涵養（洪水被害を小さく、水の安定供給） 

   ・国土の保全（山地災害や土砂流出を防ぐ） 

   ・心と体を癒す（健康や Well-being に役立つ） 

 

〇 先人たちが植えて育ててくれた 

   人口林が利用できる時期に 
 

 〇 暮らしの中で国産の木を使う 

   人にも環境にも良い 

    ・地球温暖化の防止（木材が炭素を貯蔵する） 

   ・健康に寄与（木材は心身の健康を支える） 

    ・コミュニティの活性化（仕事や経済につながる） 

   ・安心できる原料調達（国内で育て循環できる） 
 

〇 使ったら「森を植える→手入れする」 

ずっと使える 

 
ポイント 木を使うほど森も元気に ポイント 森の恩恵を未来へ受け継ぐ 

木 の 街 

 

森林を守り・育て 木を上手に長く使い 

令和 8年（2026）年は、昭和元（1926）年から起算して満 100年となります。令和 7年度の森林・林業白書

のでは、「昭和 100年～先人が築いた森林を次世代へつなぐ～」と題し、森林資源の利用と造成をめぐる

「昭和 100年」の歴史が紹介されています。 

これからの森林・林業・木材産業を考えるとき、歴史を振り返ることは大変重要であり、先人たちが残してく

れた森林資源という財産を上手に使いながら、次世代に繋いでいくことが求められています。 

また、農林水産省では、令和 7（2025）年 10月から翌年 3月まで、建築物への木材利用やその効果の

見える化を通じて、森林資源の循環利用を進め、地球温暖化の防止などに貢献することを宣言する「森の

国・木の街」づくり宣言への参画の募集を行いました。令和 8（2026）年 8月 19日時点で、地方公共団体

や、林業・木材産業関係、建築関係等の企業など計 632者が「森の国・木の街」づくり宣言を行っていま

す。愛知県では、32の団体・企業が参画しています。 
 

昭和初期～昭和 20年代半ば 

昭和 20年代後半～昭和 30年代
半ば 昭和 40年代～平成 10年代半ば 

戦中・戦後の伐採と戦後の造林運動 

木材需要の高まりを受けた拡大造林 

林業の低迷と森林に対するニーズの多様化 

さて、木材利用に目を向けてみますと、戦後の 1950年代には建築物の不燃化や森林資源の枯渇等か

ら建築物の非木造化が進められました。国を挙げた耐火建築の普及推奨の下、木造建築に対して強い規

制がかけら、その後、建築物に求められる性能や木材利用に関する技術の進展等に合わせて建築基準法

等が見直され、木造建築に対する規制が徐々に緩和されてきました。 

木材利用に追い風が吹いていると言われる昨今、建築物への木材利用促進に大きく舵が切られるきっ

かけとなったのが、2010年に制定された「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（公共建

築物等木材利用促進法）」です。この法律により、公共建築物については可能な限り木造化、又は内装等

の木質化を図る方針が明確化されました。2021年には、同法律が「脱炭素社会の実現に資する等のため

の建築物等における木材の利用促進に関する法律（都市の木造化推進法）」として改正され、対象が建築

物一般に拡大されました。充実した森林資源を背景に循環利用が可能となる環境が整ってきています。 
 
昨年 7月、小泉進次郎農林水産大臣が、「森の国・木の街」プロジェクトの推進を表明しました。林政の

新たな課題として、「『植えて育てる』に加えて、全国各地で『使っていく』取り組みを拡げてまいりたい」と、

「森の国らしい国づくりに向け、全国で町の木造化を加速する」と抱負を語りました。 

今年度の森林・林業基本計画においても、この政策が大きく反映されています。これらの新たな取組は、

持続可能な社会の実現に向け、地球温暖化防止や生物多様性の保全といった森林や木材に期待される

役割が一層発揮されるよう、森林資源の循環利用を確たるものとする原動力となるでしょう。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参
考
） 

（参
考
） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参
考
） 

（参
考

） 


